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視点
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石油・ガス・石炭・ウラン・そして再生可能エネルギー──

現代文明のエンジンである地球資源をめぐる状況は大きく変動しているが、

資源小国日本という現実は変わらない。

「枯渇リスクと資源戦略」「資源開発」「気候変動」など、

地球資源をめぐる各側面について、各分野の専門家・有識者の意見を聴いた──
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私
が
子
供
の
頃
、
石
油
の
可
採
年
数
は
30
年
と
言

わ
れ
て
い
た
が
、
今
は
53
年
と
伸
び
て
い
る
。
天
然

ガ
ス
も
、
在
来
型
で
は
54
年
だ
が
、
技
術
が
進
展
し

経
済
的
に
採
掘
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
シ
ェ
ー
ル
ガ

ス
な
ど
の
非
在
来
型
を
加
え
る
と
、
１
６
０
年
に
な

る
と
い
う
試
算
も
あ
る
。

　

可
採
年
数
と
は
、
確
認
可
採
埋
蔵
量
（
現
在
の
技

術
で
経
済
的
に
採
掘
で
き
る
埋
蔵
量
）
を
、
年
間
生

産
量
で
割
っ
た
値
。
だ
か
ら
、
新
規
鉱
区
の
発
見
だ

け
で
な
く
技
術
革
新
や
資
源
価
格
次
第
で
延
び
る
。

例
え
ば
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
で
は
、
価
格
が
安
け
れ
ば
、

掘
り
や
す
い
シ
ェ
ー
ル
層
し
か
掘
ら
ず
生
産
が
絞
ら

れ
る
が
、
価
格
が
上
が
れ
ば
多
少
採
掘
が
困
難
な
層

で
も
ペ
イ
す
る
た
め
、
確
認
可
採
埋
蔵
量
は
増
え
、

可
採
年
数
も
延
び
る
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
２
０

５
０
年
頃
ま
で
油
も
ガ
ス
も
枯
渇
の
心
配
は
な
い
の

で
は
な
い
か
。
た
だ
、
資
源
は
有
限
で
あ
り
、
制
約

は
厳
然
と
し
て
存
在
す
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
い
け
な

い
。

　

加
え
て
、
近
年
見
過
ご
せ
な
い
の
が
環
境
制
約

だ
。
先
頃
発
効
し
た
パ
リ
協
定
で
は
、
世
界
の
平
均

気
温
上
昇
を
産
業
革
命
前
と
比
べ
て
２
℃
未
満
に
抑

え
る
目
標
が
合
意
さ
れ
、
日
本
も
国
際
的
責
務
と
し

て
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
既
に
化

石
燃
料
、
と
り
わ
け
石
炭
の
使
用
に
対
す
る
国
際
的

な
圧
力
が
強
ま
り
つ
つ
あ
る
。
石
炭
の
資
源
国
で
あ

る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や
カ
ナ
ダ
か
ら
投
資
を
引
き
上

げ
る
動
き
や
、
石
炭
火
力
発
電
は
い
ず
れ
「
座
礁
資

産
」
と
し
て
不
良
債
権
化
す
る
と
い
う
声
も
あ
る
。

埋
蔵
量
に
問
題
が
な
く
て
も
、
将
来
的
に
使
え
な
く

な
る
リ
ス
ク
が
あ
る
わ
け
だ
。

　

資
源
に
乏
し
い
日
本
に
と
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資

源
の
安
定
的
・
経
済
的
確
保
は
大
き
な
課
題
。
原
子

力
は
、
温
暖
化
対
策
の
観
点
で
有
効
で
あ
り
、
経
済

ジ
ア
を
中
心
に
海
外
で
の
発
電
事
業
も
展
開
。
と
す

れ
ば
、
資
源
開
発
か
ら
発
送
配
電
ま
で
「
上
下
流
一

体
型
」
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
事
業
も
戦
略
と
し
て
考
え

得
る
。
例
え
ば
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
採
取
し
た
ガ
ス

を
輸
送
す
る
際
、
ま
ず
東
南
ア
ジ
ア
の
自
社
が
関

わ
っ
て
い
る
発
電
所
に
卸
し
、
そ
の
あ
と
日
本
に

持
っ
て
く
る
。
上
下
流
一
体
型
で
進
め
れ
ば
、
そ
の

と
き
ど
き
の
ガ
ス
価
や
需
給
動
向
を
見
て
利
益
を
最

大
化
で
き
る
だ
ろ
う
。

　

上
流
事
業
の
実
績
を
重
ね
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
し

つ
つ
、
い
か
に
収
益
性
の
あ
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を

つ
く
れ
る
か
─
─
「
上
下
流
一
体
の
世
界
的
電
力
メ

ジ
ャ
ー
」
を
め
ざ
す
壮
大
な
挑
戦
を
望
み
た
い
。

性
で
も
優
れ
て
い
る
が
、
安
全
性
が
課
題
。
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
出
力
が
不
安
定
。
と
な
る
と
、
化

石
燃
料
の
中
で
も
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
が
少
な
い
Ｌ
Ｎ
Ｇ

の
役
割
は
い
っ
そ
う
増
す
だ
ろ
う
。

　

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
需
要
は
、
中
東
・
中
南
米
・
東
欧
等
で

の
新
規
分
を
含
め
２
０
２
０
年
ま
で
に
約
45
％
拡
大

す
る
見
込
み
で
、
と
り
わ
け
ア
ジ
ア
の
需
要
拡
大
が

大
き
い
。
代
表
的
な
ガ
ス
輸
出
国
の
マ
レ
ー
シ
ア
が

既
に
輸
入
国
と
な
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
も
間
も
な
く

輸
入
国
に
転
じ
る
。
こ
れ
ま
で
欧
州
・
北
米
・
ア
ジ

ア
と
分
断
さ
れ
て
い
た
市
場
も
、
今
後
、
こ
う
し
た

ア
ジ
ア
を
中
心
と
し
た
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
需
要
拡
大
な
ど
を

受
け
相
互
接
続
が
進
む
だ
ろ
う
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
世
界
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
需
要
の
３
分
の

１
を
占
め
る
最
大
の
輸
入
国
・
日
本
で
は
、
需
要
量

や
交
易
ル
ー
ト
の
優
位
性
を
踏
ま
え
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
取
引

の
ハ
ブ
（
取
引
集
積
と
価
格
形
成
・
発
信
拠
点
）
と
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Ｎ
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な
り
、
よ
り
有
利
な
条
件
で
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
調
達
を
可
能

に
し
よ
う
と
い
う
動
き
が
あ
る
。
特
に
距
離
的
・
文

化
的
に
も
近
く
、
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
共
同
で
ビ
ジ

ネ
ス
を
進
め
や
す
い
東
南
ア
ジ
ア
と
連
携
し
、
Ｌ
Ｎ

Ｇ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
す
る
動
き
も
あ
る
。
つ
ま

り
、
日
本
が
ア
ジ
ア
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
ハ
ブ
と
な
り
、
北

米
・
欧
州
市
場
と
の
相
互
接
続
を
主
体
的
に
進
め
よ

う
と
い
う
も
の
だ
。

　

日
本
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
取
引
は
従
来
、
主
に
長
期
契
約
・

仕

＊

向
地
条
項
に
よ
る
転
売
等
の
制
限
・
石
油
価
格
連

動
の
価
格
設
定
な
ど
、
硬
直
し
た
形
態
が
多
か
っ
た

が
、
ハ
ブ
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
な
ど
の
取
り
組
み

に
よ
り
、
日
本
の
交
渉
力
を
強
め
、
仕
向
地
条
項
撤

廃
や
契
約
期
間
・
価
格
設
定
の
柔
軟
性
を
実
現
し
て

い
く
こ
と
も
狙
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
国
内
の
電
力
会
社
は
、
電
力
自
由
化
や
人

口
減
少
な
ど
で
、
国
内
市
場
の
拡
大
は
見
込
め
ず
、

必
然
的
に
海
外
に
打
っ
て
出
ざ
る
を
得
な
い
状
況
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
シ
フ
ト
も
見
据
え
、
海
外
で

の
ガ
ス
事
業
展
開
に
強
み
を
見
出
し
て
い
け
ば
い
い

だ
ろ
う
。

　

資
源
小
国
日
本
は
、
発
電
用
燃
料
を
海
外
か
ら
調

達
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
従
来
は
買
主
だ
っ
た
が
、
今

後
は
、
上
流
事
業
（
探
鉱
・
生
産
）
へ
の
参
画
を
進

め
る
こ
と
で
、
売
主
と
し
て
供
給
量
（
調
達
量
）
に

柔
軟
性
を
持
た
せ
る
と
と
も
に
、
卸
先
等
に
つ
い
て

も
発
言
力
が
増
す
。
関
西
電
力
は
、
既
に
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
の
ガ
ス
田
の
上
流
権
益
を
取
得
し
、
東
南
ア

資源エネルギー庁「エネルギー白書2016」の資料をもとに作成

経済産業省の資料をもとに作成

エネルギー資源の可採年数

世界の燃料別エネルギー需要動向

アジアのLNGハブ化をめざす日本

＊契約で規定された仕向地以外では受け渡しをせず、買主が第三者に転売することを認めない条項
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LNG

天然ガス市場は今後、拡大するアジア市場に北米産のLNG等が大量
に供給され、従来分断されていたアジア・欧州・北米市場が相互接続さ
れる可能性がある。日本は需要量や交易ルートからもLNG取引のハブ
となる優位性がある
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「
資
源
開
発
」
は
、
鉱
工
業
の
中
で
最
も
上
流
に

位
置
し
、
開
発
の
方
法
が
良
く
な
け
れ
ば
環
境
問
題

や
災
害
を
惹
き
起
こ
し
か
ね
な
い
が
、
適
切
に
行
え

ば
、
人
々
の
豊
か
な
暮
ら
し
を
持
続
的
に
発
展
さ
せ

る
大
き
な
原
動
力
と
な
る
。

　

か
つ
て
の
資
源
開
発
は
、
経
済
成
長
が
優
先
さ
れ
、

環
境
保
全
は
二
の
次
と
な
る
傾
向
が
あ
っ
た
が
、
今

や
世
界
各
国
、
資
源
国
で
も
、
環
境
問
題
に
つ
な
が

る
よ
う
な
開
発
は
認
め
ら
れ
な
く
な
り
つ
つ
あ
る
。

例
え
ば
中
東
な
ど
の
油
田
で
は
、
以
前
は
フ
レ
ア
リ

ン
グ
（
原
油
生
産
時
に
生
じ
る
随
伴
ガ
ス
の
焼
却
処

分
）
が
当
た
り
前
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
い
た
が
、
最

近
で
は
原
油
随
伴
ガ
ス
を
地
中
に
圧
入
還
元
さ
せ
る

よ
う
に
な
り
、「
油
田
の
火
」
は
ほ
と
ん
ど
姿
を
消

し
た
。

　

た
だ
、
容
易
に
開
発
で
き
る
鉱
区
を
ほ
ぼ
開
発

し
終
え
た
結
果
、
開
発
コ
ス
ト
が
上
昇
傾
向
に
あ

る
。
一
方
で
、
資
源
価
格
は
さ
ほ
ど
上
昇
し
て
お
ら

ず
、
資
金
に
余
力
が
な
い
な
か
、
利
益
を
確
保
し
よ

う
と
す
れ
ば
、
環
境
対
策
は
後
手
に
回
り
か
ね
な
い
。

人
々
が
豊
か
で
便
利
な
暮
ら
し
を
求
め
る
限
り
、
資

源
開
発
は
必
要
で
あ
り
、
そ
れ
に
伴
う
環
境
問
題
は

ジ
レ
ン
マ
と
も
言
え
よ
う
。

　

と
な
れ
ば
、
対
策
は
三
つ
。
ま
ず
、
資
源
開
発
と

環
境
保
全
を
ク
ル
マ
の
両
輪
と
し
て
捉
え
る
「
環
境

調
和
型
資
源
開
発
」
の
推
進
。
地
表
の
掘
削
に
対
し

て
は
緑
化
な
ど
自
然
回
復
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
採
掘
に
伴

う
地
滑
り
や
誘
発
地
震
な
ど
の
防
止
策
も
必
要
だ
。

あ
る
い
は
Ｃ
Ｃ
Ｓ
（
Ｃ
Ｏ
２
回
収
貯
留
）
や
放
射
性

廃
棄
物
の
地
層
処
分
な
ど
、
も
と
も
と
地
下
に
あ
っ

た
も
の
は
、
安
全
性
を
担
保
し
た
上
で
地
下
に
戻
す

技
術
の
開
発
と
適
用
。
つ
ま
り
石
油
開
発
を
す
る
な

ら
Ｃ
Ｃ
Ｓ
技
術
も
セ
ッ
ト
で
開
発
し
、
石
油
利
用
に

よ
っ
て
発
生
し
た
Ｃ
Ｏ
２
を
地
下
に
戻
す
。
そ
う
す

意
欲
は
低
下
す
る
。
資
源
開
発
は
長
い
期
間
を
要
す

る
事
業
。
そ
の
間
の
経
済
環
境
変
化
や
さ
ま
ざ
ま
な

リ
ス
ク
に
左
右
さ
れ
ず
、
事
業
者
が
安
定
し
て
開
発

に
取
り
組
め
る
体
制
─
─「
環
境
調
和
型
資
源
開
発
」

や
技
術
の
高
度
化
を
進
め
る
た
め
の
資
金
サ
ポ
ー
ト

を
は
じ
め
、
法
律
や
税
制
の
整
備
が
欠
か
せ
な
い
。

　

こ
の
点
、
日
本
は
、
世
界
中
で
権
益
獲
得
や
企
業

買
収
を
進
め
る
欧
米
メ
ジ
ャ
ー
や
中
国
の
国
営
会
社

な
ど
に
や
や
後
れ
を
取
っ
て
い
た
が
、
２
０
１
６
年

11
月
、
改
正
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
（
石
油
天
然
ガ
ス
・
金

属
鉱
物
資
源
機
構
）
法
が
成
立
。
日
本
の
上
流
開
発

企
業
が
資
源
価
格
下
落
で
権
益
を
手
放
す
外
国
企
業

を
買
収
し
た
り
、
資
源
国
の
国
営
企
業
の
株
式
を
取

得
し
た
り
す
る
際
に
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
が
資
金
支
援
で

き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
機
に
資
源
開
発
に
集
中

投
資
を
行
い
、
日
本
の
自
主
開
発
比
率
を
高
め
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
強
化
す
る
こ
と
が
重
要
だ
。

　

関
西
電
力
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
企
業
も
近
年
、
天
然

ガ
ス
な
ど
の
上
流
権
益
取
得
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

今
回
の
法
改
正
を
機
に
取
り
組
み
を
加
速
さ
せ
、
収

益
を
確
保
し
つ
つ
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
と
環
境
対

策
に
力
を
注
い
で
い
た
だ
き
た
い
。

　

現
代
社
会
に
生
き
る
我
々
は
、
誰
も
が
資
源
開
発

の
恩
恵
を
受
け
て
い
る
。
な
ら
ば
開
発
に
伴
う
環
境

問
題
に
つ
い
て
も
、
解
決
に
向
け
応
分
の
協
力
を
す

る
こ
と
は
我
々
一
人
ひ
と
り
の
責
任
に
違
い
な
い
。

れ
ば
地
球
温
暖
化
問
題
の
抑
制
に
つ
な
が
る
だ
け
で

な
く
、
地
下
に
戻
っ
た
Ｃ
Ｏ
２
は
、
メ
タ
ン
ガ
ス
な

ど
の
新
た
な
資
源
に
変
わ
る
可
能
性
が
あ
る
。
い
わ

ば
「
未
来
の
資
源
と
し
て
地
下
に
貯
留
す
る
」
わ
け

だ
。

　

次
に
「
資
源
開
発
技
術
の
高
度
化
・
高
効
率
化
」。

資
源
開
発
に
か
か
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を
低
減
さ
せ

る
こ
と
で
、
資
源
開
発
企
業
が
環
境
保
全
に
投
資
で

き
る
だ
け
の
利
益
確
保
に
つ
な
げ
る
必
要
が
あ
る
。

容
易
に
資
源
を
開
発
で
き
る
地
点
は
少
な
く
な
っ
て

お
り
、
残
る
未
開
発
地
点
と
言
え
ば
、
山
岳
地
・
砂

漠
地
・
大
水
深
海
洋
・
大
深
度
地
下
・
極
地
な
ど
、

今
の
技
術
で
は
ア
ク
セ
ス
が
極
め
て
困
難
な
地
点
だ
。

特
に
深
度
の
深
い
場
所
は
、
圧
力
と
温
度
が
高
い
た

め
、
そ
れ
に
耐
え
得
る
材
料
の
開
発
か
ら
始
め
な
け

れ
ば
な
ら
ず
、
な
か
な
か
採
算
が
合
わ
な
い
。
む
し

ろ
生
産
量
を
増
や
す
に
は
、
既
存
鉱
区
で
資
源
の
回
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村
田
澄
彦 

京
都
大
学
大
学
院
工
学
研
究
科
准
教
授

資
源
開
発

開
発
の
困
難
性
が
増
す
な
か
、

「
環
境
調
和
型
資
源
開
発
」を

進
め
る

むらた　すみひこ
京都大学大学院工学研究科都市社会
工学専攻 准教授
1961年生まれ。京都大学工学部資源
工学科卒、同大学院工学研究科修士
課程資源工学専攻修了。工学博士

（京都大学）。石油公団（現JOGMEC）
研究員を経て、95年京都大学工学部
助手、04年大学院工学研究科助教授。
環境調和型資源開発技術および資源
生産性向上技術を研究。研究テーマ
は石油・天然ガスの増進回収法、温
室効果ガスの地中貯留、発破低周波
音の低減、残壁及び地下空洞の安定
性評価など。
http://earth.kumst.kyoto-u.ac.jp/
index.html

原油安局面におけるエネルギー安全保障

環境調和型のEOR  炭酸ガス攻法（CO₂-EOR）

収
率
を
上
げ
る
ほ
う
が
現
実
的
か
も
し
れ
な
い
。
例

え
ば
石
油
の
場
合
、
従
来
の
採
掘
法
に
よ
る
回
収
率

は
20
〜
40
％
だ
が
、
Ｅ
Ｏ
Ｒ
（
石
油
増
進
回
収
）
技

術
を
使
え
ば
50
〜
60
％
に
向
上
す
る
。
そ
れ
で
も
ま

だ
半
分
近
い
資
源
が
残
っ
て
い
る
わ
け
で
、
回
収
技

術
の
高
度
化
が
急
が
れ
る
。

　

こ
れ
ら
を
確
実
に
進
め
る
た
め
３
番
目
の
対
策
と

し
て
「
行
政
サ
ポ
ー
ト
」
が
重
要
だ
。
資
源
価
格
が

高
け
れ
ば
企
業
は
自
ら
投
資
を
行
う
が
、
今
の
よ
う

に
油
価
を
は
じ
め
資
源
価
格
が
安
い
と
企
業
の
開
発

①②③について、日本が世界に対し国際協調をリードするとともに、日本国内でも関連施策を強化
資源エネルギー庁「エネルギー白書2016」の資料をもとに作成

圧入流体にCO₂を用
いる原油回収率向上
技術（CO₂-EOR）。高
い原油回収率が期待
されるとともに、多量
のCO₂を地中に封じ込
めるため、大気中への
CO₂排出抑制、ひい
ては地球温暖化防止
にも寄与する技術だ

世界最高
水準の
省エネ
技術

世界最大
の
LNG
消費国

自主開発
比率目標
40％

（2030年）

①
上流開発への
投資促進

②
油価変動リスクへの
対応（LNG）

③
需要側における
原油依存低減

日本企業による資源の開発・新規獲得／
中核的企業の育成

国内パイプライン等の
インフラ整備促進

バーゲニングパワーとしての
さらなる省エネ、エネルギー源多様化

世界のリスクマネー供給をリード

透明で流動性の高いLNG市場の構築
国際的な緊急時対応枠組みの構築・拡充

我が国は資源の大半を海外に依存
→安定した資源確保が必要

エネルギー開発投資の減退
将来の需給逼迫要因

1年で世界の投資は2割減（▲15兆円）

世界における日本の役割
日本国内

新興国・産油国への省エネ制度の輸出
エネルギー源の多様化（質の高いインフラ）

低水準が続く原油価格
2014年の100ドル台から1年で一気に40ドル水準へ

圧入

輸送

EOR

CO₂分離発電所等

パイプライン

油層

N₂等
排ガス

原油 CO₂

CO₂
CO₂

CO₂
ミシブル
ゾーン

オイル
バンク

©JOGMEC（石油天然ガス・金属鉱物資源機構）
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異
常
気
象
や
自
然
災
害
の
頻
発
な
ど
、
明
ら
か

に
地
球
の
環
境
は
変
調
を
来
し
て
い
る
。
気
候
変

動
リ
ス
ク
の
顕
在
化
に
加
え
、
地
球
上
の
人
口
は

２
０
５
０
年
に
90
億
を
超
す
と
見
ら
れ
、
資
源
を
使

う
人
は
増
加
の
一
途
を
辿
る
。
化
石
燃
料
を
膨
大
に

使
い
、
大
量
生
産
・
大
量
消
費
で
進
め
て
き
た
我
々

の
発
展
パ
タ
ー
ン
は
、
資
源
・
環
境
制
約
か
ら
変
革

を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。
特
に
途
上
国
に
と
っ
て
、

自
主
的
に
化
石
燃
料
消
費
を
抑
え
る
の
は
難
し
い
が
、

手
遅
れ
に
な
ら
な
い
う
ち
に
ア
ク
シ
ョ
ン
を
起
こ
さ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

こ
う
し
た
認
識
の
も
と
２
０
１
５
年
９
月
、
世
界

は
２
０
３
０
年
に
向
け
た
「
持
続
可
能
な
開
発
目
標

（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）」
を
採
択
、
ま
た
同
12
月
に
は
Ｃ
Ｏ
Ｐ

21
（
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回
締
約
国
会

議
）
で
20
年
以
降
の
新
た
な
温
暖
化
対
策
「
パ
リ
協

定
」
を
採
択
し
、
今
世
紀
末
に
、
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
実
質
的
に
ゼ
ロ
に
す
べ
く
舵
を
切
っ
た
。

　

日
本
も
50
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
を
80
％
削
減

す
る
目
標
を
掲
げ
た
が
、
パ
リ
協
定
の
批
准
に
は
出

遅
れ
た
。
16
年
９
月
に
２
大
排
出
国
で
あ
る
米
中
が

首
脳
会
談
で
同
時
批
准
に
動
き
、
10
月
に
は
イ
ン
ド
、

Ｅ
Ｕ
が
続
い
た
こ
と
で
、
パ
リ
協
定
は
日
本
の
批
准

を
待
た
ず
11
月
４
日
に
発
効
し
た
。

　

な
ぜ
米
中
を
は
じ
め
と
す
る
国
々
は
、
予
想
外
の

早
さ
で
批
准
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
か
。
持
続
可
能

性
や
環
境
優
先
へ
と
早
く
転
換
し
、
今
後
拡
大
す
る

で
あ
ろ
う
環
境
優
先
型
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
優
位
に
な
る

べ
き
と
考
え
た
か
ら
だ
ろ
う
。
政
権
交
代
に
よ
り
米

国
の
政
策
は
不
透
明
に
な
っ
て
は
い
る
が
、
日
本
は

危
機
感
を
持
た
な
い
と
ま
ず
い
。

　

か
つ
て
日
本
は
経
済
大
国
で
、
し
か
も
省
エ
ネ
大

国
・
環
境
先
進
国
と
言
わ
れ
て
き
た
が
、
既
に
Ｇ
Ｄ

Ｐ
は
中
国
に
抜
か
れ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
は
他
の
国

も
向
上
。
環
境
先
進
国
だ
と
油
断
し
て
い
れ
ば
「
ウ

サ
ギ
と
カ
メ
」
の
ウ
サ
ギ
に
な
り
か
ね
な
い
と
私
は

10
年
ほ
ど
前
か
ら
言
っ
て
き
た
が
、
そ
れ
が
現
実
の

も
の
と
な
り
つ
つ
あ
る
。

　

熾
烈
な
競
争
を
勝
ち
抜
か
な
い
と
い
け
な
い
企
業

に
と
っ
て
、
環
境
対
策
は
コ
ス
ト
が
か
か
り
不
利
な

取
り
組
み
と
捉
え
ら
れ
て
い
る
か
も
し
れ
な
い
。
し

か
し
、
今
後
は
製
品
で
も
サ
ー
ビ
ス
で
も
、
環
境
性
、

低
炭
素
化
を
競
う
こ
と
に
な
り
、
経
済
と
環
境
は
対

立
す
る
も
の
で
は
な
く
な
る
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
は
経

済
性
と
環
境
性
を
巧
く
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
る
政
策
と

と
も
に
、
企
業
も
発
想
を
転
換
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
ま
ず
、
短
期
で
の
利
益
確
保
の
み
に
目
を
向

け
る
と
こ
ろ
か
ら
転
換
し
、
30
年
40
年
先
と
い
っ
た

長
期
を
見
据
え
、
あ
る
べ
き
姿
を
描
き
、
バ
ッ
ク

キ
ャ
ス
テ
ィ
ン
グ
し
て
い
き
た
い
。　

　

で
は
、
電
力
を
は
じ
め
と
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
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蟹
江
憲
史 

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
政
策
・
メ
デ
ィ
ア
研
究
科
教
授

気
候
変
動

持
続
可
能
な
社
会
へ
、

長
期
的
視
点
で
迅
速
な
変
革
を

かにえ　のりちか
慶應義塾大学大学院政策・メディア
研究科教授（国際関係論、地球環境
政治）
1969年東京都生まれ。慶應義塾大学
総合政策学部卒、同大学院政策・メ
ディア研究科修士課程、博士課程修
了。博士（政策･メディア）。北九州市
立大学助教授、東京工業大学大学院
准教授、パリ政治学院/持続可能な
開発と国際関係研究所客員教授、欧
州委員会フェローなどを経て、2015
年より現職。東京大学客員教授、東
京工業大学連携教授も兼務。近著

『持続可能な開発目標とは何か──
2030年へ向けた変革のアジェンダ』
http://kanie.sfc.keio.ac.jp/profile.html

で
は
ど
う
取
り
組
む
べ
き
か
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
な
け

れ
ば
現
代
的
生
活
は
営
め
な
い
が
、
環
境
負
荷
も
大

き
い
。
ど
う
す
る
の
か
、
革
新
的
な
何
か
が
必
要
と

な
る
。

　

例
え
ば
、
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
開
発
に
取
り

組
む
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
向
上
さ
せ
た
り
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
増
強
す
る
。
原
子
力
は
膨
大
な

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
生
み
出
す
が
、
持
続
的
に
進
め
る
に

は
安
全
性
確
保
や
廃
棄
物
問
題
も
解
決
し
な
い
と
い

け
な
い
。

　

こ
う
し
た
課
題
解
決
や
技
術
革
新
に
は
、
企
業
や

業
界
の
壁
を
越
え
て
知
恵
を
出
し
合
う
こ
と
が
必
要

だ
。
企
業
は
従
来
と
は
異
な
る
研
究
者
と
も
パ
ー
ト

国際連合広報センターより

国連気候変動枠組条約事務局の資料をもとに作成

資源エネルギー庁「エネルギー白書2016」の資料をもとに作成

社
会
は
す
ぐ
に
は
変
わ
ら
な
い
。
長
期
的
視
点
、
革

新
的
発
想
や
取
り
組
み
を
進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
、

解
決
策
は
出
て
こ
な
い
。
ど
の
よ
う
な
着
地
点
が
あ

り
得
る
か
、
そ
こ
に
至
る
に
は
ど
う
す
れ
ば
い
い
か

を
考
え
、
そ
こ
か
ら
現
状
を
考
え
る
。
み
ん
な
が
持

続
的
に
豊
か
に
な
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
豊
か
さ

と
は
何
か
。
経
済
だ
け
で
な
く
ブ
ー
タ
ン
の
Ｇ
Ｎ
Ｈ

（Gross N
ational H

appiness

／
国
民
総
幸
福
量
）

の
よ
う
な
価
値
観
も
含
め
て
持
続
的
な
社
会
を
つ
く

る
た
め
の
方
策
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
次

の
世
代
に
バ
ト
ン
を
渡
す
ま
で
、
今
こ
そ
現
世
代
で

あ
る
我
々
の
知
恵
の
見
せ
ど
こ
ろ
だ
。

発電電力量に占める再生可能エネルギー比率の国際比較

持続可能な開発目標（SDGs）

ナ
ー
シ
ッ
プ
を
組
み
、
技
術
者
も
広
い
視
野
を
持
っ

て
社
会
の
多
様
な
課
題
に
目
配
り
し
な
が
ら
自
ら
の

専
門
を
深
め
て
い
く
。
そ
れ
ぞ
れ
に
こ
う
し
た
姿
勢

が
求
め
ら
れ
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
今
世
紀
末
の
長
期
的
な
目
標
は
決

ま
っ
た
が
、
そ
こ
に
至
る
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
描
く
必

要
が
あ
る
。
貧
困
や
格
差
を
放
置
す
る
と
社
会
が
不

安
定
に
な
り
、
テ
ロ
な
ど
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
が
、

気
候
変
動
が
食
料
や
水
の
供
給
を
危
う
く
し
、
貧
困

悪
化
の
原
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
も
わ
か
っ
て
き
た
。

持
続
可
能
性
は
多
方
面
か
ら
考
え
る
必
要
が
あ
る
が
、

そ
の
き
っ
か
け
を
与
え
る
の
が
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
で
あ
る
。

　

２
１
０
０
年
ま
で
に
は
ま
だ
80
年
以
上
あ
る
が
、

各国の温室効果ガス排出量割合（％）

中国 20.1

米国 17.9

EU 12.1
28カ国中、

14カ国9.0％が
締結

ロシア
7.5

インド
4.1

日本
3.8

ブラジル
2.5

カナダ
2.0

韓国
1.9

メキシコ
1.7

インドネシア
1.5

オーストラリア
1.5

南アフリカ
1.5

その他 21.9

青字：パリ協定を締結した主な国（2016年12月16日現在118カ国）

37,168
（百万tCO₂換算）

2015.12.12現在

出典 ： 【日本】「電源開発の概要」より作成（2014年度実績値）。
 【日本以外】2014年推計値データ、
 IEA Energy Balanceｓ of OECD Countries（2015 edition）

発
電
電
力
量
に
占
め
る
割
合

■原子力　■天然ガス　■石油その他　■石炭
■水力　■再生可能エネルギー（水力除く）　 再生可能エネルギー合計

ドイツ スペイン イギリス フランス アメリカ 日本
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